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１．諸論  

かつて，ルイスハンミョウ（Cicindela lewisi）は本州，四国，九州の砂浜に分布していたが 1)，護岸工事な

どにより生息場である砂浜が減少し，環境省 RDB では絶滅危惧ⅠB 類に指定されている 2)．徳島県には本種

の生息地がわずかながらに残っていたが，高速道路用地造成を目的とした海浜の埋立てにより生息地の一部が

失われることから，生息地の代償として人工海浜が創出された．しかし，人工海浜における本種個体数は 2010

年をピークに減少傾向に転じており 3)，保全のための順応的管理が求められている．本種減少の要因として，

幼虫の生息に適した標高（T.P.0.7～T.P.0.9m，以下，適正標高）の面積の縮小が指摘されているが 4)，効果的な

対応はなされていないのが現状である．本研究では，本種が生息している吉野川河口域で調査した結果を解析

し，本種の減少とライフサイクル，幼虫適正標高の面積，標高の変動の関係を考察し，人工海浜におけるルイ

スハンミョウ保全のための生息場創出について検討した． 

 

２．調査方法  

本種のライフサイクルの推定では，徳島県が 2006 年～2010 年に吉野川河口域で実施した，幼虫と成虫の

調査結果を参考にした 5)．幼虫の密度調査は適正標高に設置した 2m×2mのコドラート内の幼虫巣穴数のカウ

ントにより行った．調査は 2006 年～2010年の幼虫巣穴が確認できる春～夏に月 1 回実施した．なお，他のハ

ンミョウの巣穴と区別するため，本種の3齢幼虫の巣穴と断定できる直径4mm以上の巣穴だけカウントした．

コドラート設置場所の標高測定は VRS を用いた．吉野川河口域における適正標高面積は，徳島県が実施した

航空レーザ測量と深浅測量から作成された DEMデータを用いて 5)，GIS ソフト（ArcGIS，SIS）により算出し

た．成虫の個体数は，徳島県が調査した結果を参照した 5)． 

 

３．結果および考察  

図 1に推定した本種のライフサイクルを示した．本種は地中に産卵され，孵化後 1～3齢幼虫を経て成虫へ

と成長する．いずれかの世代の卵もしくは幼虫が 1年を通して地中に存在すると考えられ，地盤環境の変化が

個体数の増減に大きく影響すると考えられる． 

図 2 は成虫個体数と適正標高の面積の季節変動を示している．適正標高の面積は増加と減少を繰り返した

が，成虫個体数は 2008 年のみ増加を示した．本種の幼虫は適正標高に集中して生息するため，適正標高面積

の減少は本種の個体数減少の要因になると考えられる．しかし，図 2の結果より，両者の間に関係性が見られ

なかったことから，適正標高面積の広さ以外の要因が個体数の増減に影響を与えていると考えられる．図 2

の適正標高面積は一定量を伴いながらも増減を繰り返しており，ある地点は適正標高になったり，再び適正標

高から外れたり，別の地点に新たな適正標高の場ができたりしていた．本種の幼虫は 1年を通して地中に存在

するため，ある時期に幼虫の生息場が適正標高から外れれば，そこに生息する幼虫の生残率が下がると考えら

れる．加えて，幼虫は移動性に乏しいため新たな適正標高の場が生まれても，新たな適正標高の場への移動は

困難である．そこで，1年間適正標高であった面積（以下，1年間適正面積）を算出し，成虫個体数との関係  
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を調べた（図 3）．その結果，成虫個体数が少ない年の 1 年間適正面積は小さく，調査期間中成虫個体数が最

大であった 2008 年の 1 年間適正面積が大きく，両者の間に関係性が見られた．従って，本種において，卵～

幼虫時期に生息場とする適正標高面積の広さではなく，適正標高であり続ける場の面積の広さが個体数の増減

に影響しており，保全対策を考慮するうえで重要であると考えられる． 

以上の結果を踏まえると，人工海浜における本種の減少要因として，指摘されていた適正標高面積の減少

だけでなく，適正標高が維持された面積の減少もあげられる．従って，人工海浜における本種の保全対策とし

て「適正標高面積の創出とその場の適正標高の維持」を提案したい． 

その実施にあたっては次の課題の検討が必要である．人工海浜における適正面積減少の原因は漂砂移動に

よる海浜縦断形変化と考えられており 4)，適正標高面積を増加させても再び漂砂移動により適正面積は減少す

ると推定できることから，によって適正標高の維持には漂砂移動の制御が必要でなるが，人工海浜における漂

砂移動に関して調査はされていない．提案した保全対策を実施するために，「人工海浜の漂砂移動のメカニズ

ム」の早期の解明が望まれる． 
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図 1 推定したルイスハンミョウのライフサイクル 

図 2 成虫個体数と適正面積 図 3 成虫密度と 1年間適正面積 
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